
【施策３】

コミュニティ
バス導入

スキーム

の運用

実施状況の

検証

指標 運用・検討箇所数

実施状況 ２地区

モニタリング

指標の変化

指標 運行路線利用者数

基準値 ―

実績値

運用・検討箇所：２地区

・大沢地区：95,986人（対前年50人減）

・大野北地区：56,951人（対前年14,131人減）

合計利用者152,937人（対前年14,181人減）

評価（案）

運行中の２路線において、地域が主体となり利用促進に
取組んでいる。大野北地区においては平成２９年度より平
日便のみ本格運行へ移行となったことから利用者数が減
少しているが、さらなる利用促進に取り組み、運行継続に
向け収支の改善を図れるようにすること。

【施策３】 コミュニティバス導入スキームの運用 評価案
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施策実施状況の評価（平成２９年度）施策実施状況の評価（平成２９年度）



【施策３】 コミュニティバス導入スキームの運用 参考資料

①コミュニティバスせせらぎ号
（平成18年1月30日運行開始）

②大野北地区コミュニティバス
（平成26年2月1日運行開始）

２

年間輸送人員
１便当たりの
輸送人員

収支比率

せせらぎ号 ９５，９８６名 １１．４人 ５１．９％

大野北地区
ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ

５６，９５１名 １０．１人 ４６．８％

運行継続条件 ― １０．０人以上 ５０．０％以上

平成２９年度 コミュニティバス運行実績

※大野北地区コミュニティバス
は、平成２９年度より平日便を
本格運行とした。



【施策４】

乗合タクシー
導入スキー
ムの運用

実施状況の

検証

指標 運用・検討箇所数

実施状況 ４地区

モニタリング

指標の変化

指標 運行路線利用者数

基準値 ―

実績値

運用・検討箇所：4地区

・内郷地区：3,925人（対前年250人減）

・根小屋地区：8,695人（対前年625人増）

・吉野・与瀬地区：3,249人（対前年88人減)

・牧野地区：1,165人（対前年102人減）

合計利用者16,849人（対前年361人増）

評価（案）

根小屋地区を除き、利用人数が減少していることから、
各地域における更なる利用促進活動することが望ましい。
牧野地区においては、実証運行の結果、継続条件を満た
すことが出来なかったことから、新たな公共交通による地
域のニーズに合った交通の確保を期待する。

【施策４】 乗合タクシー導入スキームの運用 評価案
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乗合タクシー運行区域図

４



【施策１３】

乗継割引の設
定

実施状況の

検証

指標 乗り継ぎ割引の新規設定箇所数

実施状況 新規設定箇所なし

モニタリング

指標の変化

指標
割引設定箇所における

乗り継ぎ利用者数

基準値 ８６４人

実績値

利用者数：98,059人（対前年3,341人減）

IC割引：97,712人（対前年3,340人減）

乗り継ぎ乗車証割引：347人

（対前年1人減）

評価（案）

実績は減少傾向にあるものの、ICカードでの乗り継ぎ
割引の適用は、利用者の利便性向上、乗務員負担の軽
減も図られる。他の乗り継ぎポイントでもICカードによる
割引適用を検討するとともに、必要に応じて新規設定箇
所について検討することが望ましい。

【施策１３】 乗り継ぎ割引の設定 評価案
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【施策１３】 乗り継ぎ割引の設定 参考資料

田名バスターミナルで1時間以内にバスを乗
り継ぐ場合は、Suica（スイカ）・PASMO（パス
モ）使用時に限り、乗り継いだバスでの支払時
に一律100円（小児・障害者は50円）が割り引
きされる。

※田名バスターミナルでのバス乗り継ぎ割引

６



【施策１５】

サイクル＆

バスライド

（Ｃ＆ＢＲ）の

推進

実施状況の

検証

指標 Ｃ＆ＢＲ用専用駐車場整備箇所数

実施状況 新規整備個所無し

モニタリング

指標の変化

指標 Ｃ＆ＢＲ用自転車駐車場利用台数

基準値 ２４２台

実績値 ３１３台

評価（案）

平成２９年度は、新たな整備箇所はなかった。

サイクル＆バスライドはバス停へのアクセス向上を図る
上でも有効であり、必要に応じて整備を検討するとともに、
利用促進を図るための周知活動を行うことが望ましい。

【施策１５】 サイクル＆バスライド（Ｃ＆ＢＲ）の推進 評価案
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【施策１５】 サイクル＆バスライドの推進 参考資料

サイクル＆バスライドとは

バス停まで自転車で行き、バス停付近に設置してある自転車駐車場に駐車し、
バスで駅などの目的地へ向かうシステムです。

峡の原車庫

田名バスターミナル
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【施策２２】

バス利用マ
ナーの啓発

実施状況の

検証

指標 啓発活動実施回数

実施状況
バス車内において、啓発ポスターの掲
示等を通年で実施した。

モニタリング

指標の変化

指標
運転士へのアンケート調査

（マナーが悪いことへの対応に負担を感じる運転手数）

基準値 Ｈ１９年調査 １６件（回答者数１１３人）

実績値 Ｈ３０年調査 １０件（回答者数３０人）

評価（案）

マナーが悪いことへの対応に負担を感じる運転手の割
合は平成２７年度アンケート調査結果より上昇している。
また、利用マナーの変化については、H27年頃に比べ
「良くなった4%」「変わらない45%」「悪くなった26%」であっ
たことから、より一層のマナー啓発を実施し、利用者マ
ナーの向上に向けた取り組みを期待する。

【施策２２】 バス利用マナーの啓発 評価案

９



【施策２２】 バス利用者マナーの啓発 参考資料

○回答数 ５３人

○調査期間
平成３０年１１月１５日（木）～３０日（金）

○対象者
市内の３営業所に所属する運転士
神奈川中央交通東（株） 相模原営業所 １７５人
神奈川中央交通東（株） 橋 本営業所 １６０人
神奈川中央交通西（株） 津久井営業所 １１４人

乗務員アンケート結果概要

１０

≪マナーが悪いと答えた方の主な意見≫
①一部の高校生のマナーが悪い
②自転車に乗っている人のマナーが悪い
③注意喚起しても聞いてくれない
④丁寧に対応しても、こちらの話を聞いてくれない
⑤時間遅延のクレーム

平成27年度からの変化

4%

45%

26%

25%

良くなった

変わらない

悪くなった

無回答



【施策２４】

啓発講座等
の実施

実施状況の

検証

指標 啓発活動実施回数

実施状況

１回
バス事業者と協力し、大野北地区におい
て、児童及びその保護者を対象としたバス
乗り方教室を開催した（平成29年9月10日）

モニタリング

指標の変化

指標 利用方法、運行意義の理解度

基準値 アンケートの実施

実績値

乗り方教室参加者（84人）を対象として、
１家族１票（28票）回収
○役に立った 84.2％
○今までより利用する 28.6％

評価（案）

乗り方教室等の実施により、本事業が公共交通を利用
する意識変容のきっかけになったと考えられる。他地区
においても施策を展開する等、より一層の啓発活動に取
り組むことが望ましい。

【施策２４】 啓発講座等の実施 評価案
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【施策２４】 啓発講座等の実施 参考資料

路線バスの乗り方や車内マナーに関する説明を
通じて、路線バスを身近に感じてもらうとともに、公
共交通の役割・必要性について考えてもらうことを
目的とした、モビリティ・マネジメント推進事業の一
環として実施した。（８４人の方が参加）

○平成２９年９月１０日 バス乗り方教室の実施 （ｙフェスティバルにて実施）

○アンケート結果の例

１２
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ふつう
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乗り方教室は役に立ったか

人数
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0
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回答数28人回答数19人



【施策２８】

ノンステップ

バスの導入

実施状況の

検証

指標 ノンステップバスの導入の有無

実施状況
市内の営業所において、ノンステップバ
ス１７台が導入された。

モニタリング

指標の変化

指標 ノンステップバス導入台数

基準値 ―

実績値

１７台導入

〇ノンステップバス→ノンステップバス ５台

〇ワンステップバス→ノンステップバス１２台

平成30年3月31日現在の導入率
８４台／２３９台（３５．１％）

評価（案）

国及び市の補助制度を活用し、１７台のノンステップバ
スを導入した。 平成２８年度に成果指標を見直し、目標
導入率を70.0％に上方修正したことから、引き続き計画
的に導入促進に取り組むことが望ましい。

【施策２８】 ノンステップバスの導入 評価案
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【施策２８】 ノンステップバスの導入 参考資料

ノンステップバス ・・・出入り口の段差を解消して
乗降性を高めた低床バス 平成30年4月1日現在の

市内各営業所の導入状況

ノンステップバス 84台
総車両台数 239台
導入率 35.1％

平成30年度導入予定台数１９台
市補助予定台数５台
内訳
ﾉﾝｽﾃｯﾌﾟﾊﾞｽ→ﾉﾝｽﾃｯﾌﾟﾊﾞｽ ４台
ﾜﾝｽﾃｯﾌﾟﾊﾞｽ→ﾉﾝｽﾃｯﾌﾟﾊﾞｽ１５台

１４

市内の営業所におけるノンステップバス車両数の推移

時 点
ノンステップバ
ス車両数

全車両数 割合

H25.4.1 40 235 17.0%
H26.4.1 43 237 18.1%
H27.4.1 50 237 21.1%
H28.4.1 62 236 26.3%
H29.4.1 66 238 27.7%
H30.4.1 84 239 35.1%

成果指標
目標値(H33年度)を「３０％」から
「７０％」に変更している。


